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弊社活動のご紹介1

①北海道地方環境事務所とのESG地域金融連携協定

②意見交換・連携している自治体について

③脱炭素における金融機関の役割について
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①北海道地方環境事務所とのESG地域金融連携協定

◼ 『ESG地域金融の普及』 については、道内の全信金（20庫）が出席した「ESG地域金融と地域脱
炭素に関わる研究会」を計３回開催し、各信金と個別にも連携

◼ 『地域課題解決に資する案件づくり』 については、地域金融機関と連携しながら20以上の自治体と
意見交換を行い、脱炭素先行地域の申請や案件形成等、連携を深めている地域が複数存在

◼ 弊社は、北海道地域環境事務所と『ESG地域金融の普及』に加え、地域裨益を重視したモデル事業の形成や実施、

インパクト評価支援等の連携を通じ『北海道の地域課題解決の促進を図る』 連携協定を締結（昨年9月16日）

現
在
の
状
況
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②意見交換・連携している自治体について

◼ 2022年１０月末現在において、以下図に示す自治体と意見交換を行っており、地域金融機関と連携して活動中

◼ 活動例

✓ 地域課題や地域資源に関わる協議

✓ 脱炭素先行地域に関わる支援

✓ プロジェクト化推進
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③脱炭素における金融機関の役割について

◼ 脱炭素には多額のお金が必要であるため、金融機関の役割は大きい

◼ 地域脱炭素における金融的役割の主役は地域金融機関であるが、地域金融機関の多くは弊社の顧客であること

もあり、弊社は地域金融機関と協調して地域脱炭素に取り組んでいる
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地域脱炭素の進め方について2

①地域脱炭素の進め方全体像

②地域の現状把握（既存情報の活用）

③地域の現状把握（地域資源について）

④体制づくり
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①地域脱炭素の進め方全体像

◼ 地域脱炭素は、脱炭素を成長の機会と捉える時代の地域の成長戦略

◼ その実現のためには、『地域の目指す姿』と『地域の現状』を明らかにし、その差を捉えることが第一歩

◼ 特に、地域の現状を正確に把握するために、地域の課題や地域の資源を整理することが必要

◼ その上で、目指す姿に向かうための計画を策定し実行していく

地域の目指す姿

◼ 脱炭素（ゼロカーボンシティ）

◼ 〇〇な地域

地域の現状

◼ 温室効果ガス排出量やその特性

◼ 地域課題（環境・経済・福祉等で整理）

◼ 地域資源（P9参照）

◼ 地域の歴史・現状（現行施策・失敗事例）

実行

公開

計画

宣言

地域脱炭素の取組みサイクル
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②地域の現状把握（既存情報の活用）

◼ 地域の目指す姿や現状については『総合計画』等にて概ね記載されているケースが多い

◼ その他、『環境基本計画』や『地方公共団体実行計画（区域施策編）』、既存実証事業等も参考になる

◼ ただし、情報の鮮度や、脱炭素という高い目標を達成できるものかといった視点で追加・補足し、改めて地域脱

炭素計画として再編して策定・実行していく事が望ましい

[出典] UNFCCC, Race to Zeroキャンペーンの参加基準などを参考に作成

過去の取組み
宣言準備

（簡易計画策定）
宣言

実行

公開

計画

• ゼロカーボンシティ宣言
• 気候非常事態宣言 等

• 過去の調査・実証事業
• 過去首長の取組み遺産 等

• 総合計画
• 環境基本計画
• 地方公共団体実行計画（区域施策編） 等

• 現在の調査・実証事業
• 現首長の取組み 等

自治体による地域脱炭素の取組みサイクルと各種既存情報
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◼ 既存情報のみで不足しがちなのが地域資源情報

◼ 特に、ソフト（人）を地域資源として位置付けて整理し、実行時に活かしていくことが重要

◼ また、周辺地域や地域企業との連携フレームなども、地域脱炭素を進める上の重要な資源と位置付ける

地域資源（ハード）地域資源（ソフト）

自
治
体

地
域
企
業

そ
の
他

◼ 首長・職員

◼ 政策（補助金含）や政策文書

◼ 自治体内のネットワーク・知見

◼ 周辺地域や地域企業との連携

◼ 社長・社員

◼ 地域への貢献（サービス・税金・雇用）

◼ 事業ノウハウ・技術

◼ ブランド

◼ 観光地

◼ 景観

◼ 祭・イベント

•総合計画や
WEB検索で
ある程度は調
査可能

•ただ、本当の
資源は、自治
体や地域金融
機関、地域企
業が把握して
いる

再
エ
ネ
設
備

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

そ
の
他

◼ 太陽光発電設備

◼ 風力発電設備

◼ バイオマス発電設備

◼ 水力発電設備

◼ 上記と同じ

◼ 系統空き容量

◼ 省エネ設備（地中熱等）

◼ 交通インフラ（鉄道・道路）

◼ 工業団地・公共施設

◼ 山・川・海・気候

•過去の環境基本計画や地方
公共団体実行計画（区域施
策編）

• REPOS

• EADAS

• FIT事業計画認定一覧

•市町村名で補助事業を検索

•地域の送配電事業者WEB
サイトより、系統空き容量状
況を確認

③地域の現状把握（地域資源について）
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④体制づくり

◼ 地域脱炭素を進める際は、各フェーズにて、必要に応じて協議会等を設置し、課題や資源、ロードマップ策定を話

し合いながら進めるケースも多い

◼ 北海道の場合は、ゼロカーボンに向けて積極的な地方支分部局や振興局を体制に入ることも効果的

ESG地域金融におけるステークホルダーとの連携に関わる記述

（出所）ESG地域金融実践ガイド2.0
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旭川・富良野エリアの地域課題・地域資源について3

①旭川・富良野エリアの地域課題について

②旭川・富良野エリアの地域資源について
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①旭川・富良野エリアの地域課題について

◼ 各市町村の計画文書等によると、人口減少や少子高齢化といった、全国の地方が共通して抱える課題が多い

◼ 一方、中心商店街の活性化や空き家対策といった各地域固有の課題も存在

エリア 市町村 共通課題（一部抜粋） 個別課題（一部抜粋）

旭
川
エ
リ
ア

旭川市

• 少子高齢・人口減

• 地域経済の地盤強化

• 域内取引の減少

• 地域コミュニティの低下

• 人財（担い手）不足

• 公共インフラ老朽化

• 公共交通不足

• 高光熱費

・企業誘致 ・中心市街地活性化 ・ICTパーク活性

鷹栖町 ・空き家 ・既存施設(パレットハウス等)活用 ・雇用ミスマッチ

東神楽町 ・複合施設整備 ・旭川空港利活用

当麻町 ・森林環境保全 ・既存取組(全部ある当麻町)継続・発展

比布町 ・空き家 ・集落再編

愛別町 ・観光・交流機能の強化 ・森林環境保全

上川町 ・地域資源のさらなる活用 ・交流人口・関係人口の拡大 ・森林環境保全

東川町 ・人口微増維持(魅力維持・発展) ・空き家活用

美瑛町 ・空き家 ・関係人口の創出・拡大 ・地域づくり組織・企業との連携

富
良
野
エ
リ
ア

富良野市 ・中心市街地活性化 ・ルーバン・フラノの推進 ・デジタル推進

上富良野町 ・情報化推進 ・広域観光の推進

中富良野町 ・クリーン農業推進 ・町民の参画・協働体制の強化

南富良野町 ・空き家 ・林業振興 ・広域観光の推進

占冠村 ・林業振興 ・インバウンド対応

[出典] 各市町村の総合計画やまち・ひと・しごと関連計画等から作成 ※抜粋に意図はなく、網羅性はありません
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②旭川・富良野エリアの地域資源について

◼ 各市町村の計画文書等からの抜粋だけでも、旭川・富良野エリアには豊富な地域資源が存在

◼ 地域連携の枠組みも存在し、点在する地域資源を結びつけることに使うことも有用

エリア 市町村 共通資源
（一部抜粋）

個別資源（一部抜粋）

特産物等 施設等 再エネ関連

旭
川
エ
リ
ア

旭川市

• 景観

• 農作物

• 観光産業

• 旭川大雪圏域
連携中枢都市
圏協定

• かみかわ版ゼロ
カーボンアカデ
ミー

• 大雪カムイミン
タラDMO

・米 ・日本酒 ・家具 ・ラーメン ・旭山動物園 ・ヴォレアス ・メガソーラー ・北拓社

鷹栖町 ・米 ・オオカミの桃 ・みそ ・町民運動施設群 ・ゴルフ場 ・メガソーラー

東神楽町 ・米 ・カレー ・アスパラ ・家具 ・旭川空港 ・花イベント ・水力(中小規模)

当麻町 ・米 ・すいか ・大雪の花 ・昆虫館 ・鍾乳洞 ・メガソーラー ・水力(中小以下)

比布町 ・米 ・いちご ・スキー場 ・百年記念公園

愛別町 ・米 ・きのこ類 ・ビーツ ・総合スポーツ公園 ・キャンプ場 ・水力(中小以下)

上川町 ・大雪高原牛/高原野菜 ・ハム ・層雲峡 ・温泉 ・東京事務所 ・水力(中小以下) ・地熱

東川町 ・米 ・日本酒 ・家具 ・ワイン ・旭岳 ・温泉 ・写真 ・アプリ ・メガソーラー ・水力(中小以下)

富
良
野
エ
リ
ア

富良野市 ・ワイン ・乳製品 ・天然水 ・十勝岳 ・ラベンダー ・地域IoT

美瑛町 ・美瑛豚 ・アスパラ ・サイダー ・農村景観 ・地域通貨 ・バイオマス ・水力(中小以下)

上富良野町 ・ラベンダー製品 ・豚肉 ・ビール ・ラベンダー ・イベント

中富良野町 ・ラベンダー製品 ・ワイン ・ラベンダー ・イベント

南富良野町 ・エゾシカ ・キャンプ場 ・スキー場 ・水力(中小以下)

占冠町 ・木工品 ・山菜加工品 ・トマムリゾート

[出典] 各市町村の総合計画やまち・ひと・しごと関連計画、FIT設備一覧等から作成 ※抜粋に意図はなく、網羅性はありません
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旭川・富良野エリアの地域脱炭素の方向性について４

①旭川・富良野エリアの地域脱炭素の方向性

②取組み例イメージ
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地域毎の取組み

①旭川・富良野エリアの地域脱炭素の方向性

◼ 地域の目指す姿・地域課題・地域資源のさらなる深堀りは必要だが、『観光資源』『農作物（特に米）』『地域連携の

枠組み』といった地域資源は、地域脱炭素の実行に必須と想定される

◼ よって、大きな方向性としては、『ゼロカーボンツーリズムや地域バイオマス（もみ殻等）の利用促進をエリアとし

て協調しながら地域脱炭素を進めていく』ということとなるか

◼ もちろん、エリア関係なく重要な『省エネ』や、これ以外にも様々考えれる取組みを進め、エリアで水平展開しなが

ら、地域の価値を向上させていく事が重要

旭川大雪圏域連携等の
地域連携の枠組み活用

地域毎の取組みの水平展開

地域毎の取組み

エリア連携した
ゼロカーボンツーリズム

エリアで恩恵をシェアする
地域バイオマスの利活用

他エリアの再エネ電源調達
（将来）

連携

発展増幅

地域毎の取組み

地域毎の取組み地域毎の取組み
分散する地域資源

（観光資源やバイオマス等）

旭
川
・富
良
野
エ
リ
ア
の
発
展
・脱
炭
素

エリアとしての省エネ推進
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②取組み例イメージ（ゼロカーボンツーリズム）

◼ 脱炭素に貢献する電気自動車等には充電インフラが必要であることを利用し、観光資源を結ぶように充電ネット

ワークを形成することで、寄り道誘導や滞在期間長期化等による観光産業の活性化を狙う（車両増加はバス会社

やレンタカー会社と連携）

◼ 電気自動車の数が増えると、道内再エネ余剰電力を吸収する仕組みの構築にもつながることも期待

札幌

• 移動手段の脱炭素化

• 充電設備配置による観光誘導

• キャンプ等エコ型エンタメとの連携

• 充電より道観光

• 排気ガスゼロ/騒音現象による観光
環境向上

• ヘビーユーザーによる広報・金銭支援
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②取組み例イメージ（地域バイオマス：もみ殻活用）

◼ 旭川エリアの地域バイオマス資源として、もみ殻が存在

◼ もみ殻は、燃料として熱に変えることや、バイオ炭にして地域のCO2削減に貢献することが可能

（バイオ炭によるCO2貯留効果は環境クレジット化可能）

[出典] ラサ工業, 新型バイオマス熱利用装置におけるもみ殻活用のご提案

もみ殻の燃料利用 もみ殻のバイオ炭利用
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参考資料5

①地域脱炭素の手段

②旭川・富良野エリアの再エネ資源について
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①地域脱炭素の手段（手段の分類）

◼ 脱炭素とは、CO2排出に結び付く行動を削減・変えていくことであり、具体的な方法としては 「①エネルギー消

費量の削減」、「②エネルギーの脱炭素化」、「③利用エネルギーの転換」、「④吸収源・オフセット対策」がある

◼ 地域脱炭素の計画づくりにおいては、地域の目指す姿を実現すべく、以下の手段を選択して実行していく

[出典] 環境省、地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料

脱炭素手段分類
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①地域脱炭素の手段（「エネルギー消費量の削減」の例）

◼ 「エネルギー消費量の削減」の手段としては、省エネ住宅の導入拡大や公共施設のゼロエミ化が基本となる

（建築物は長期に存在するため、これら手段の早期適用は非常に重要）

◼ その他、自治体のアクションとしては、公共交通の整備や行動変容に繋がる啓発活動等も重要

[出典] 環境省、地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料をベースにSMTB作成

「エネルギー消費量の削減」の手段例

対象 手段例 備考

産業 製造プロセス・バリューチェーン効率化 素材・カスケード利用・地域材利用等含む

IT等の活用による生産性向上

資源循環化

産業（エネ） エネルギーバリューチェーン効率化 発電・送電効率向上やロス逓減

運輸 ライドシェア・カーシェアリングの普及 モーダルシフト・MaaS含む

公共交通の整備・利便性向上 モーダルシフト・MaaS含む

運輸プロセス効率化 積載率向上・IT活用・自動運転

民生 ZEB・ZEHの普及

既存住宅・建築物の高気密・高断熱化

省エネ機器の普及 HEMS・BEMS、地中熱含む

行動変容

自治体 Zero Emission 公共施設の普及

既存施設の高気密・高断熱化

インフラ整備・啓発

上記手段が推進される制度立案 普及啓発やガイドライン化、補助金等

MaaS: Mobility as a Service,  ZEB・ZEH: Zero Emission Building・House,  BEMS・HEMS: Building・Home Energy Management System
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①地域脱炭素の手段（「エネルギーの脱炭素化」と「利用エネルギーの転換」の例）

◼ 「エネルギーの脱炭素化」と「利用エネルギーの転換」は、セットで進めていく

◼ 産業（エネ）領域の脱炭素手段のインパクトが大きいが、民生の電化促進（エコキュート等）、再エネ需要拡大、自家

発自家消費の増加も地域の再エネ比率を増加させる上で重要

[出典] 環境省、地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料をベースにSMTB作成

「エネルギーの脱炭素化」と「利用エネルギーの転換」の手段例

対象 手段例 備考

産業 利用エネルギーの再エネ化 外部調達もしくは自家発自家消費増

製造プロセス・バリューチェーンの脱炭素化 燃料転換・素材転換含む

産業
（エネ）

電源の再エネ化

燃料の脱炭素化 水素・アンモニア利用

再エネメニューの増加

運輸 電気自動車・燃料電池車の普及 モーダルシフト・MaaSの組み合わせ含む

公共交通の整備・利便性向上 モーダルシフト・MaaS含む

民生 ZEB・ZEHの普及

自家発自家消費の増加 蓄電池含む

電化の促進 エコキュート等

行動変容 再エネメニューの選択、再エネ施設受容等

自治体 Zero Emission 公共施設の普及

自家発自家消費の増加 蓄電池含む

電化の促進 エコキュート等

上記手段が推進される制度立案 ゾーニング、普及啓発、ガイドライン化、補助金等
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①地域脱炭素の手段（「吸収源・オフセット対策」の例）

◼ 「吸収源・オフセット対策」は、植林やCCUSが中心となるが、自治体における森林やブルーカーボンの保全・管理

も重要

[出典] 環境省、地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料をベースにSMTB作成

脱炭素手段例 ④吸収源・オフセット対策

対象 手段例 備考

産業 植林活動・緑化の推進 林業推進含む

CO2利用材の開発・利用

ブルーカーボン・バイオ炭の事業化・受容

産業
（エネ）

DAC事業 DAC: Direct Air Capture
（CO2直接回収）

CCUSの設置 CCUS: Carbon Capture, Utilization 
and Storage
（CO2回収・利用・固定）

運輸 植林活動・緑化の推進

民生 植林活動・緑化の推進

ブルーカーボンの受容

行動変容 再エネメニュー（オフセット）の選択等

自治体 森林やブルーカーボンの保全・管理

上記手段が推進される制度立案 普及啓発やガイドライン化、補助金等
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②旭川・富良野エリアの再エネ資源について（太陽光発電導入量）

後志総合振興局 20,829

渡島総合振興局 184,122

檜山振興局 8,590

宗谷総合振興局 10,621

留萌振興局 2,093

空知総合振興局 55,592

石狩振興局 261,632

オホーツク総合振興局 193,569

上川総合振興局 43,947

根室振興局 103,311

釧路総合振興局 347,743

十勝総合振興局 282,282

日高振興局 52,459

胆振総合振興局 567,444

太陽光導入量計 ※1 2,139,311

ポテンシャル ※2 21,100,000 

導入量/ポテンシャル比 約10%

[参考] 接続検討申込量 ※3 940,000

[出典] 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトよりSMTB作成（2021.6末データ、非FIT 及び FIT切れ含まず）

[※1] 振興局不明分含むため各局の合計値と一致しない
[※2] 電中研論文より(陸上風力と競合する土地には陸上風力を設置）

[※3] METI基本政策小委系統WG（2022/3/14）より,
申込量は2021/9時点

単位は kW

◼ 北海道内に、既に200万kW以上の太陽光発電所が導入されているが、上川総合振興局エリアは、4万kW程度

https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=Y18003
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②旭川・富良野エリアの再エネ資源について（太陽光日射量）

◼ 旭川・富良野エリアは、山に囲まれた盆地であり、平野部においては、稲作が盛んであるため、太陽光発電所専用

の適地確保が比較的困難なエリアと言える（屋根上等がメインか）

0.3kWh/m2

[出典] NEDO 日射量データベース

• 平野であり、日射量も多く、
開発が進んでいる

• 一部の盆地に平野があるが、稲作に利用されて
おり、その他は山間部となるため、適地が少ない
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②旭川・富良野エリアの再エネ資源について（陸上風力発電導入量）

◼ 北海道内に、既に50万kW以上の陸上風力発電所が導入されているが、上川総合振興局エリアは導入無し

後志総合振興局 61,973

渡島総合振興局 45,170

檜山振興局 135,800

宗谷総合振興局 134,482

留萌振興局 71,734

空知総合振興局 0

石狩振興局 30,017

オホーツク総合振興局 10

上川総合振興局 0

根室振興局 14,024

釧路総合振興局 1,696

十勝総合振興局 3

日高振興局 718

胆振総合振興局 48,489

[出典] 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトよりSMTB作成（2021.6末データ、非FIT 及び FIT切れ含まず）

単位は kW

陸上風力導入量計 ※1 544,115

ポテンシャル ※2 16,400,000 

導入量/ポテンシャル比 約3%

[参考] 接続検討申込量 ※3 18,250,000

[※1] 振興局不明分含むため各局の合計値と一致しない
[※2] 電中研論文より(陸上風力と競合する土地には陸上風力を設置）

[※3] METI基本政策小委系統WG（2022/3/14）より,
申込量は2021/9時点(洋上含む)

https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=Y18003
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◼ 北海道内の風速は、宗谷から日本海側及び道東、道南が強く、旭川・富良野エリアにて風況の良い場所は限定的

◼ 一方で、旭川エリアは、宗谷エリアの風力発電所から見て、最も近い需要地となる点は重要

[出典] 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトよりSMTB作成（2021.6末データ、非FIT 及び FIT切れ含まず）

• 風況が良く、適地であるため、
開発が進んでいる

②旭川・富良野エリアの再エネ資源について（陸上風速）

• 内陸の山間部にて風況の良い箇所が見られるが、
日本海側の風況と比べると良くない
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②旭川・富良野エリアの再エネ資源について（バイオマス）

◼ 北海道内に、既に20万kW以上のバイオマス発電所が導入されているが、上川総合振興局エリアは3千kW程度

◼ 3千kWのうちの多くは下川町の設備

[出典] 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトよりSMTB作成（2021.6末データ、非FIT 及び FIT切れ含まず）

単位は kW

後志総合振興局 150

渡島総合振興局 2,690

檜山振興局 0

宗谷総合振興局 598

留萌振興局 48

空知総合振興局 0

石狩振興局 27,968

オホーツク総合振興局 56,576

上川総合振興局 3,122

根室振興局 3,220

釧路総合振興局 44,４１６

十勝総合振興局 8,３１５

日高振興局 0

胆振総合振興局 81,294計 228,397

ポテンシャル
木質・家畜系燃料が多く存在

（ただし賦存量の数値化は困難)
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②旭川・富良野エリアの再エネ資源について（バイオマス利用可能量）

◼ 一方で、木質バイオマスや作物残渣バイオマス（もみ殻等）は存在

◼ エリア全体でバイオマス資源を確保していくことが更に拡大していく上で重要

[出典] 北海道バイオマス活用推進計画

• 木質や作物残渣といった資源は存在する
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（ご注意）

• 本資料は、情報の提供を目的として作成したものであり、取引勧誘を目的としたものではありません。

• 本資料は、作成日において弊社が信頼できると判断した情報等に基づいて作成したものであり、その情報
の正確性・確実性について保証するものではありません。また、今後の金融情勢・社会情勢等の変化によ
り、内容が変更となる場合がございます。

• 本資料を使用した結果について、弊社は責任を負いません。

• 本資料には、一定の前提に基づく概算数値が含まれる場合がございます。実際の適用に際しては正式な
計算を行う必要があり、その場合の結果は差異が生じる可能性がありますのでご留意ください。

• 本資料に係る一切の権利は、他社資料の引用部分を除いて三井住友信託銀行に属し、いかなる目的であ
れ本資料の一部または全部の無断での使用・複製はお断りいたします。

• 本資料の内容に関して疑問に思われる点、ご不明な点等ございましたら、弊社にご照会くださいますよう
お願い申し上げます。

代表メールアドレス：csr@smth.jp

サステナビリティ推進部

＜お問い合わせ先＞


